
２０１２年１月２６日 

 

２０１１年度第３四半期決算説明会における質疑応答 

 

日  時： ２０１２年１月２６日（木） １８：００～１９：１０ 

場  所： ＮＥＣ本社ビル Ｂ１Ｆ（多目的ホール） 

説明者： 代表取締役 執行役員社長  遠藤 信博 

   取締役 執行役員 兼 ＣＦＯ  川島 勇 

 

質問者Ａ 

Ｑ 今回の構造改革の１０，０００人の人員削減の内訳を教えてください。海外の３，０００人は工

場中心ですか。また、タイムスケジュールや、対象事業部の構成などを教えてください。 

Ａ １０，０００人の内訳は、まだ整理できている状況ではありませんが、正社員５０％、非正社員

５０％程度になると想定しています。詳細は現在検討中であり、もう少し時間がかかりますが、

実行時期は２０１２年度の上期中と計画しています。上期でやり遂げ、下期に結果を出した

いと考えています。２０１２年度に４００億円の営業利益改善効果を狙っており、その半分は

人員削減効果で、半分はその他の努力で実現する計画です。 

Ｑ ４００億円の営業利益改善効果は、今回、研究開発費を２００億円下げているように、Ｒ＆Ｄ

での削減を想定しているのですか。 

Ａ 費用削減の対象は研究開発費ではなく、その他でと考えています。２０１３年度も、人員削減

以外の施策により数十億円程度の効果を考えています。 

Ｑ 携帯電話事業は、上期決算時点で出荷台数計画を下方修正し、再び今回、下方修正するこ

ととなりました。これについてどのように考えていますか。今後、何万台で損益ブレークイー

ブンを達成できるようになりますか。また、携帯電話事業の損益は、３Ｑ実績はどれくらいで、

通期計画ではどれくらいになりそうですか。 

Ａ 今回の下方修正は、スマートフォンの出荷が期待に届かなかったことにより行ったものです。

２Ｑまではそれなりの進捗でしたが、３Ｑで期待値からずれが生じました。いくつか新規性の

ある製品を市場に投入しましたが、消費者の関心は、ハードウェアそのものよりも、ＬＴＥ対応、

つまり、ネットワークをどのように利用できるかに向かいました。現状、ＬＴＥ対応のスマートフ

ォンに期待が集まっており、ＮＥＣとして３Ｑ中にＬＴＥ端末を出せなかったことは市場の見誤

りで、これを反省しなければなりません。ただし、ＬＴＥ端末は、後発であっても挽回できる状

況にあると考えています。 

製品ミックスもあるため、ブレークイーブン台数を言うことは難しいのですが、年間６００万台

が一つのポイントだと考えています。ｉＰｈｏｎｅが国内に入ってきていることを考えると、ボリュ

ームを増やすためには、海外に出ていく必要があります。現状、ＮＥＣはベライゾンに納入で

きているので、アメリカでの事業拡大を最重要と考え活動しています。これ以外にはラテンア



メリカなどの顧客へアクセスしているところです。 

携帯電話事業は、３Ｑだけで６０億円を超える営業赤字となりました。通期では、３Ｑの影響

もあって９０億円程度の営業赤字になると想定しています。 

Ｑ 携帯電話事業にはどれぐらいの開発人員がいますか。どれくらいの人員削減を考えている

のですか。 

Ａ 人事施策はまだ決定していませんが、ＪＤＭ（Joint Design Manufacturer）を活用することで、

ある程度の削減につながります。ただし、出荷ボリュームを増やすためには積極的にリソー

スを投入する部分も必要です。メリハリをつけるためにも、ＪＤＭへの参加が必要と考えてい

ます。ＪＤＭは、ＮＥＣが持っていないデザイン力を持っており、部品の選定力もあります。そ

のような点を積極的に使ってコスト体力をつけていきたいと考えています。 

 

質問者Ｂ 

Ｑ リストラ関連費用は、今年度で終わりとなるのか、それとも来年度以降も発生するのですか。

また、１０,０００人の人員削減の内訳が決まっていないとのことですが、売上高が３兆円を割

り込みそうになっているこの状況で、ホワイトカラー、このスーパータワー（本社ビル）で働い

ている人は削減の対象になっているのですか。今回の人員削減は、小手先のものでなくリセ

ット的な意味を持つものなのか、本気のものなのか、その意気込みをお聞かせください。 

Ａ 中期経営計画で設定した売上高４兆円、海外売上高比率２５％が大きな目標でしたが、来

年度での達成は、ほぼ不可能になったと考えています。来年度は売上高３兆円から踏み上

げていく予算を作っていきますが、営業利益をしっかり出すことが必要であり、このためのリ

ストラとして、痛みを伴う施策を実行します。厳しい事業領域では、積極的な自己変革を行い、

営業利益率５％にいかに近づけられるかが大きなポイントになります。 

Ｑ ＮＥＣがいつも苦しい状況にあるのはトップラインが伸びないからであり、費用対効果が低い

と考えています。今回は、今までと同じような帳尻合わせの人員削減となるのでしょうか。そ

れとも完全なスリム化で、ＮＥＣがはっきりターンアラウンドしたと分かるものになるのでしょう

か。 

Ａ 後者のターンアラウンドに近いと考えています。４００億円の事業構造改革費用は投資だと

考えています。３兆円の売上高で存続していくための、しっかりとした費用構造を作ることが

必要です。 

Ｑ 携帯電話事業の通期の出荷台数計画５００万台の国内外の内訳はどうなりますか。また、

海外事業の伸びが未達成であることを総括していただけますか。 

Ａ 海外比率は３５％となります。 

携帯電話の海外事業が想定ほど伸びていないのは、当初見込で期待値を入れていたことが

あります。アメリカでもＬＴＥに対する期待感があり、お客さまからＬＴＥ端末の要求をいただい



ています。当初は３Ｇでのスマートフォン端末提供を考えていましたが、大きく変更せざるを

えなくなりました。日本では、ＬＴＥ対応のスマートフォンを急いで２月に投入します。海外でも

来年度早々にＬＴＥ端末での参入を目指します。 

Ｑ 携帯電話端末で計画比下振れが続いているのは、端末に対する投資が不足しているため

ではないのですか。 

Ａ 端末のロードマップを見誤っていたということはあります。ＬＴＥ端末を出す時期は２月でよい

と考えていました。 

 

質問者Ｃ 

Ｑ ４００億円の費用削減について、売上高と関係なく達成できる部分はどれくらいですか。増収

する場合に、先ほどの４００億円のコスト削減効果が小さくなったりはしないのですか。 

Ａ 増収とは無関係に期待しています。 

Ｑ 携帯電話事業が今回の改革を実行してもうまくいかない場合、さらに踏み込んだプランはあ

りますか。今回だけでなく、二の矢、三の矢が期待できますか。 

Ａ 構造改革自体は、継続することが必要です。ただし、人員削減は継続するものではないと考

えています。自己変革は進めますが、人事施策は今回のもので結果を出したいと思います。 

Ｑ １，０００億円の当期赤字という今回の業績予想により、増資や財務制限条項への抵触など

財務的懸念が出てくることはありませんか。 

Ａ 財務体質としては、期初の自己資本比率は２９％でしたが、１，０００億円の当期赤字を計上

することによって３ポイント程度の影響を受け、２６％になると想定しています。この水準は、

財務構造的には大きなインパクトではないと考えています。財務制限条項など制約もないた

め、資金調達に影響を与えるものではないと考えています。 

Ｑ 年金の積み立て不足をオンバランスしても影響はありませんか。 

Ａ 現状、年金積み立て不足をオンバランスした場合、純資産が１，４００億円減ることになりま

す。これは、以前から認識しているものを粛々と処理しているものであり、問題はないと考え

ています。 

Ｑ プレゼンテーションの１４ページ、ＩＴサービス、キャリアネットワーク、社会インフラ、エネルギ

ーを柱としていくことについて、これらの事業は合計２兆円程度の売上高だと思いますが、携

帯電話事業など、残りの１兆円分の事業はどうするのですか。集中するという言葉の意味合

いはどのようなことですか。これらの柱に投資を収斂させていくということなのですか。 

Ａ ４本柱を強い収益源にしたいと考えています。お客様への貢献を通して、この分野で稼いで

いきたいと考えています。 

携帯電話事業については、ＮＥＣの事業遂行上、ユーザインターフェイスが必要であると考え



ており、技術を持つことは絶対に必要だと考えています。 

Ｑ 研究開発費と減価償却費を合わせて２５０億円を引き下げているが、事業実態としては期初

計画比で４５０億円の減益になるという理解でよいでしょうか。 

Ａ 携帯電話の売上高が減って、研究開発費も削減しているという構造です。従って、研究開発

費と減価償却費の部分だけでマイナスとみるのではなく、ネットで考えていただきたいと思い

ます。 

Ｑ 資産売却などはありえますか。注力しない分野は、外部のパートナーへの売却なども想定し

ていますか、それとも今のポートフォリオを維持していくのですか。 

Ａ ＮＥＣの強みから外れる事業であれば、外のパートナーとの関係を考えていくことは当然です。

例えば、ＮＥＣトーキンは現在、コンデンサなどに注力していますが、部材開発能力は高いの

で、新しい部材の開発に期待しています。こうしたことも考慮し、トータルに考えていきます。 

 

質問者Ｄ 

Ｑ 今回、税率の変化とは関係なく発生している繰延税金資産の引当は、タックスプランニング

上の利益が変わったことによるものなのですか。年数基準が変わったものでしょうか。社内

での数字の見方を教えて下さい。来期以降にもリスクはありませんか。 

Ａ これまでの回収計画は、Ｖ２０１２の利益水準を意識して、それにストレスをかけたものでした

が、今回の業績修正にともない、修正後の利益計画に更にストレスをかけたベースで落とし

ています。今回、かなり保守的に先々を見積もった引き当て計上としています。 

Ｑ 構造改革の人員削減は、なぜ１０，０００人なのですか。３ヶ月後、半年後に見たときに、生

産、開発、販売体制が変わったことが実感できるようになるのですか。構造改革後の姿をど

のように捉えたら良いでしょうか。 

Ａ １０，０００人は、数字ありきではなく、４００億円の利益改善につなげるための施策です。３兆

円規模の売上高でも１，０００億円規模の営業利益を出すことが必須であり、４００億円の効

果の構造改革を実行する計画です。４００億円の利益改善効果を得ることが今回の構造改

革の目的です。 

Ｑ 通信キャリアでトラブルが発生していますが、ＮＥＣの国内インフラ機器事業への影響はい

かがですか。 

Ａ 設備投資はお客様が判断するもので、ＮＥＣはそれに最大限貢献するという方針です。お客

様が全てのネットワーク設備を簡単に更新できるわけではないので、段階的な強化が計画さ

れていると想像しています。予想以上のトラフィックの増加やスマートフォン特有のキープア

ライブがネットワークに負荷を与えた可能性があると想像されますが、トラフィックの問題から

言えば、ＮＥＣがもっと力をつけてお客さまに貢献しなければならないと考えています。 

 



質問者Ｅ 

Ｑ 今回の事業構造改革のメインターゲットは携帯電話事業と考えてよいのでしょうか。それとも

通信関連の会社として、携帯電話事業から撤退する意思はないと考えてよいのですか。もし

くは、ブランドは残すがリスクミニマイズでやるということでしょうか。今回の考え方を教えて下

さい。 

Ａ まず、現状の携帯電話事業の構造を強化することがファーストステップです。ＪＤＭ活用は強

化の観点で必須です。クラウド事業を遂行する上では、ユーザインターフェイスを意識するこ

とが絶対に必要であり、ＮＥＣ内にその技術を持っておきたいと考えています。ただし、技術

を持っていることと事業を行うことは必ずしもイコールではありません。 

現状を強化して、パートナーシップを結んだ方が携帯電話事業が強くなるのであれば、そう

いう選択肢もありえます。 

Ｑ 現在とは違う携帯電話事業の持ち方もあるということでしょうか。 

Ａ パートナーシップを含め、携帯電話事業が必ず強くなるという選択肢があれば、それを選ぶ

こともありえます。レノボとのＰＣ協業と同等の判断もあって然るべきと考えています。 

 

質問者Ｆ 

Ｑ 携帯電話事業で構造改革を実行するとのことですが、ＮＥＣは市場前提をどのように考えて

いるのでしょうか。ＮＴＴドコモがｉＰｈｏｎｅを売る前提ですか。６００万台でブレークイーブンと

のことですが、国内海外でどのようなイメージですか。 

Ａ 難しい想定になりますが、ｉＰｈｏｎｅがＮＴＴドコモに入る可能性は全くゼロではないと想定して

います。ＮＥＣとしては、何よりも海外も含めて６００万台ベースに拡げていくことが重要だと

考えています。 

Ｑ 富士通はＩＴサービスで３万人のＳＥを職種転換していくとのことですが、ＮＥＣも同じような危

機感をもって対応しているのでしょうか。富士通が先に身軽になり、その後にＮＥＣのＩＴサー

ビスで構造改革が必要になるということはないのでしょうか。 

Ａ ＩＴサービスの領域も含め、今回の構造改革では、各ビジネスユニットをしっかりとした利益体

質にするべく検討しています。ＩＴビジネスは、現状はＳＩのビジネスが多いですが、サービスを

増やしていくことが重要なポイントと考えています。関係会社も含め、サービス対応の人材の

育成は意識して進めています。 

 


